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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     
売上高 (百万円) 18,334 19,449 20,951 37,833 40,775
経常利益 (百万円) 339 705 825 1,050 1,564
中間(当期)純利益 (百万円) 242 558 420 1,501 1,079
純資産額 (百万円) 7,529 10,054 10,464 9,555 10,609
総資産額 (百万円) 33,452 30,871 29,635 32,739 31,026
１株当たり純資産額 (円) 245.59 305.18 314.83 309.50 321.37
１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 7.92 18.05 13.51 48.90 34.86

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 7.85 17.67 13.34 48.17 34.20

自己資本比率 (％) 22.5 30.7 33.1 29.2 32.2
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △362 99 756 446 1,056

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 157 △153 △43 1,831 △164

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,427 △508 △996 △3,210 △1,734

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,977 4,114 3,553 4,677 3,836

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者
数) 

(名) 
1,370 
(198)

1,381
(290)

1,556
(201)

1,258 
(220)

1,396
(215)

(2) 提出会社の経営指標等     
売上高 (百万円) 16,070 17,530 18,938 33,392 36,867
経常利益 (百万円) 474 580 645 1,123 1,280
中間(当期)純利益 (百万円) 477 213 355 1,213 665
資本金 (百万円) 5,000 5,014 5,026 5,000 5,020
発行済株式総数 (株) 30,935,051 31,046,651 31,163,751 30,935,051 31,107,251
純資産額 (百万円) 7,737 8,803 9,011 9,250 9,262
総資産額 (百万円) 29,642 28,718 27,331 30,713 28,705
１株当たり純資産額 (円) 252.40 283.96 289.38 299.63 297.96
１株当たり中間(当期)
純利益 

(円) 15.59 6.89 11.42 39.53 21.47

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 15.45 6.75 11.28 38.94 21.06

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 5.00
自己資本比率 (％) 26.1 30.7 33.0 30.1 32.3
従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者
数) 

(名) 
996 

(128)
1,107
(155)

1,281
(79)

980 
(129)

1,132
(98)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

  

３ 【関係会社の状況】 

従来より連結子会社でありました㈱アイ・ティ・プロモーションにつきましては、当中間連結会計期間において清算が結了

したため連結子会社ではなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人数であります。 

３ 従業員数が当中間連結会計期間において160名増加しておりますが、その主な理由は、ＩＴ投資需要の拡大に対し、新卒

採用及び中途採用による人員の増大を図ったことによるものであります。 

  

  

(2) 提出会社の従業員の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

３ 従業員数が当中間会計期間において149名増加しておりますが、その主な理由は、ＩＴ投資需要の拡大に対し、新卒採用

及び中途採用による人員の増大を図ったことによるものであります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 
現在労働組合はありませんが、労使関係につき特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

システム開発事業 676 (   4 ) 

アウトソーシングサービス事業 637 ( 188 ) 

システムインテグレーション事業 72 (   3 ) 

Ｌｙｅｅ事業 16 (  ― ) 

システム商品販売事業 100 (   4 ) 

全社(共通) 55 (   2 ) 

合計 1,556 ( 201 ) 

従業員数(名) 1,281 (  79 ) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の拡大を背景として輸出は増加を続けており、企業収益が高水準で

推移する中で、設備投資や雇用者所得は増加基調にあり、個人消費も底堅く、総じて緩やかな拡大基調で推移しました。 
当社グループが属するＩＴ（情報処理）サービス産業市場においても、ユーザー企業における情報化投資は引続き拡大基

調で推移しました。特に当社の主要顧客である金融機関を中心としたシステム開発需要は活発であり、その一方で、ＩＴサ
ービス産業全体において技術者不足が深刻となり、優秀な人材確保が重要な課題となっております。 
  
このような環境のもと、当社グループが当中間連結会計期間に実現したこと、努力したことは以下のとおりであります。

  
第一に、好調な企業業績を背景に、ＩＴ投資需要が拡大している中で、当社グループの中核事業であるシステム開発事業

およびアウトソーシングサービス事業（システムの運用・管理およびユーザーサポートを行っている事業）に対し、昨年に

引続き人材を中心とする経営資源を積極的に投入し、売上と利益の拡大を図りました。 
まず、当社グループにおいて昨年４月の新卒採用者118名のうち96名をこれら両事業部門に投入したのに引続き、今年4月

の新卒採用者についても138名のうち110名を両事業部門に投入しました。 
また、中途採用についても積極的に取組み、当社グループにおいて当中間連結会計期間で106名を採用し、そのうち95名

をこれら両事業部門に投入しました。 
さらに、協力会社からの要員調達についても、当社グループのシステム開発事業部門において要員の増強に注力し、現在

約600名の協力会社要員を擁し、拡大する事業に対応しております。 
今後拡大が見込まれるＩＴ投資需要を取り込み、当期の経営スローガンである「成長路線の定着化」を実現するため、当

社グループの中核であるシステム開発事業およびアウトソーシングサービス事業の拡大に積極的に取り組んでまいります。

  
第二に、前連結会計年度において、人材の育成のため、社内の教育研修制度の抜本的な見直しを行い、大幅な拡充・強化

を図りましたが、当中間連結会計期間においても引き続き、全社ベースで行う５つの階層別研修と、３つの専門技術研修の

ほか、各事業部門において「ビジネスマナー教育」、「英会話教育」、「プレゼンテーション教育」等のスキルアップ教育

を継続的に実施しております。それらの受講者は当中間連結会計期間において、延べ854名にのぼりました。人材の育成の

ため、教育研修制度の抜本的な見直しを行い、大幅な拡充・強化を図りました。 
また本年４月に人事制度を改革し、賃金の改善を図るとともに、評価制度を充実させ、従業員にとって公正で公平な評価

の実現に注力しており、上記の教育研修制度の充実と合わせて、人材流出の防止に効果を発揮しております。 
今後も人材の育成を最重点施策に位置付け、推進してまいります。 
  
第三に、不採算事業の見直しを実施しました。 
かねてより赤字基調が継続しているＬｙｅｅ事業については、前連結会計年度において業務範囲を「Ｌｙｅｅによる受託

開発事業」等に絞るなど大幅な事業の縮小を行い、早期黒字化を目指してまいりましたが、当中間連結会計期間において

も、収支は改善しつつあるものの、早期黒字化の目処が立たないところからＬｙｅｅ事業から事実上撤退することといたし

ました。 
今後は、Ｌｙｅｅの既存顧客の「保守・メンテナンス業務」のみを行ってまいります。 
  
第四に、企業の社会的責任を果たし、お客様の一層の信頼を得るため、当社では、ＩＳＯ/ＩＥＣ27001（情報セキュリテ

ィマネジメントシステム）及びプライバシーマーク(個人情報保護マネジメントシステム)の認証を取得しており、ＰＤＣＡ

サイクルに基づいた情報セキュリティ・個人情報保護マネジメントシステムを構築し運用しております。情報セキュリティ

を統括する組織として、当社の副社長を委員長とする情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリティの諸問題に対応

しております。また、全社員が情報セキュリティに関する教育を受講し、情報セキュリティ対策に積極的に取り組んでおり

ます。 
  
最後に、平成19年２月28日付で資本・業務提携締結しました㈱システムプロとの業務提携につきましては、当社として、

㈱システムプロの主力業務である品質評価業務への新規参入を目指し、将来のプロジェクトリーダー候補数名が実地研修を

受けているほか、㈱システムプロの強みである品質管理業務を当社の主要顧客である金融機関に対して導入提案を行う等、

着実に進捗しております。 
今後とも、両社の事業上のシナジーを早期に創出するため、業務提携の拡大・強化を図ってまいる所存であります。 
  
以上のように経営改善を行い、事業の発展に向けて努力いたしました結果、当中間連結会計期間における連結および単体

の業績は、次のとおりとなりました。 
  
① 連結の業績 
まず、当中間連結会計期間の売上高は20,951百万円となり、前年同期に比べ1,501百万円（7.7％）の増加となりました。

売上高の増加要因は、システム商品販売事業（法人顧客にパソコン・サーバー等のシステム商品を販売する事業）におい

て、外資系パソコンメーカーとの協業等によりパソコン・サーバー等の売上が増加したこと、システムインテグレーション



事業において、外資系企業・中堅企業のＩＴ投資が堅調で、パソコンやサーバー等の売上が増加したこと、中核事業であ

るシステム開発事業において、当社グループの主要顧客である金融機関のシステム開発需要が堅調に推移したことから、シ

ステム開発事業の売上が増加したこと、同じく中核事業であるアウトソーシングサービス事業（システムの運用・保守やヘ

ルプデスクを行っている事業）において、需要拡大に対応した中途採用等による要員の増強が順調に進んだ結果、特に、シ

ステムの運用・保守に関わる事業の売上が増加したこと等によるものであります。 
次に、営業利益は922百万円となり、前年同期に比べ83百万円（10.0％）の増加となりました。 
営業利益の増加要因は、以下のとおりであります。 
まず、新卒採用者の増加に伴いコスト負担が増加したこと（前年同期比28百万円増）や、前中間連結会計期間に受注した

外資系生命保険会社からの一過性の大口案件による営業利益（50百万円）が剥落したこと、さらには従業員の給与改善を目

的として、通常の賃上げに加え特別昇給を実施したこと等のマイナス要因がありましたが、一方で、システムインテグレー

ション事業において、前中間連結会計期間に計上した流通向けシステム構築に関わる機器の評価損（42百万円）が当中間連

結会計期間はなかったこと、防災システム部門の赤字幅が縮小したこと、本社部門の販売管理費が前年同期に比べ31百万円

（6.6％）削減されたこと、さらには連結子会社の㈱エス・ラボの営業損益が大幅に改善したこと、また、連結子会社のア

ドバンスト・アプリケーション㈱において、主要顧客である金融機関のシステム開発需要が堅調で、同社の営業利益が増加

したこと等によるものであります。 
経常利益は825百万円となり、前年同期に比べ119百万円（16.9％）の増加となりました。 
経常利益の増加要因は、上記の営業利益の増加に加え、営業外費用が金融費用を中心に51百万円(14.7％)減少したこと等

であります。 
中間純利益は420百万円となり、前年同期に比べ138百万円（24.8％）の減少となりました。 
中間純利益が減少した主な要因は、前中間連結会計期間においては、Ｌｙｅｅ事業からの一部撤退・整理に伴う事業整理

益等の特別利益（195百万円）が計上されていたことであります。 
  
② 単体の業績 
まず、当中間会計期間の売上高は18,938百万円となり、前年同期に比べ1,408百万円（8.0％）の増加となりました。 
売上高の増加要因としては、前述の連結売上高の増加要因とほぼ同一であります。 
次に、営業利益は739百万円となり、前年同期に比べ31百万円（4.5％）の増加となりました。 
営業利益の増加要因についても、前述の連結営業利益の増加要因とほぼ同一であります。 
経常利益は645百万円となり、前年同期に比べ64百万円（11.2％）の増加となりました。 
経常利益の増加要因としては、上記の営業利益の増加に加え、営業外費用が金融費用を中心に46百万円（12.7％）減少し

たこと等であります。 
中間純利益は355百万円となり、前年同期に比べ141百万円（66.5％）の増加となりました。 
中間純利益の増加要因としては、上記の経常利益の増加に加え、前中間会計期間においては、Ｌｙｅｅ事業からの一部撤

退・整理に伴い、特許権等の減損損失等の特別損失（217百万円）が計上されていたこと等であります。 
  
上記のとおり、当中間会計期間における当社単体の中間純利益は355百万円となり、平成19年４月24日公表の業績予想数

値、及び平成19年10月９日公表の上方修正数値を上回っておりますが、当中間期の配当は既に公表のとおり、見送りとさせ

ていただきます。なお、期末配当につきましては、平成19年10月９日公表のとおり、普通配当５円に40周年記念配当２円を

加え、１株に当たり合計７円とさせていただく予定であります。 
  
事業のセグメント別の業績は次のとおりであります。 
なお、売上高はセグメント間の内部売上高又は振替高を含めて表示しております。 
  
［システム開発事業］ 
ソフトウェアの開発を行う当事業の売上高は、5,237百万円となり、前年同期に比べ363百万円（7.5％）の増加となりま

した。 
この増加要因は、当社グループの主要顧客である銀行・生損保のシステム開発需要が引続き堅調に推移したこと等であり

ます。 
利益面では、新入社員の増加に伴う無償期間のコスト増があったものの、連結子会社アドバンスト・アプリケーション株

式会社において、売上高増加に伴う収益の増加があったことや連結子会社㈱エス・ラボにおいて、待機工数の削減による収

益の改善があったこと等により、営業利益は691百万円（前年同期比4.1％増）となりました。 
  
［アウトソーシングサービス事業］ 
システムの運用・保守やヘルプデスクを行っている当事業の売上高は、外資系生命保険会社からの一過性の大口案件（前

中間連結会計期間は132百万円）が当中間連結会計期間にはなかったものの、企業のアウトソーシング化による需要の拡大

に対し中途採用による要員の増強が順調に進んだことから、売上高は2,414百万円（前年同期比4.6％増）となりました。 
利益面では、上記一過性の大口案件による利益が剥落したことに加え、将来を見据えた教育や採用強化による販売管理費

の負担が増加したこと等から、営業利益は403百万円（前年同期比6.7％減）となりました。 
  
［システムインテグレーション事業］ 
システム構築およびそれに関わる機器等の販売を行っている当事業は、外資系企業のＩＴ投資が堅調に推移したことや情

報セキュリティビジネスの拡大等により、売上高は2,854百万円（前年同期比18.2％増）となりました。 
利益面では、上記売上増による利益の増加や、前中間連結会計期間に計上した流通向けシステム構築に関わる機器の評価

損がなかったこと、防災システムの業務改善が進み、赤字幅が縮小したこと等により、営業利益は58百万円（前年同期は営



業利益５百万円）となり、大幅に増加しました。 
  
［Ｌｙｅｅ事業］ 
Ｌｙｅｅによるソフトウェアの開発をおこなっている当事業は、売上高は30百万円（前年同期比3.9％減）とほぼ計画ど

おりとなりました。 
利益面では、販売用ソフトウェア開発の社内受注により、稼働率が向上したこと等により、営業損失は15百万円（前年同

期は営業損失31百万円）となり、改善が図られました。 
  
［システム商品販売事業］ 
法人顧客等にパソコン・サーバー等のシステム商品を販売する当事業は、前連結会計年度に引続き外資系パソコンメーカ

ーとの協業によりパソコン・サーバーの売上が増加したこと等により、売上高は10,438百万円（前年同期比7.1％増）とな

りました。 
利益面では、新卒採用社員に関わる人件費の増加や事務所移転に伴う家賃の増加に加え、関西圏において、大口案件が減

少したこと等から、営業利益は225百万円（前年同期比4.1％減）となりました。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前中間純利益を807百万円計上し、また、減価償却費等の非資金項

目や売上債権の減少646百万円等と合わせた増加項目が、仕入債務の減少456百万円やたな卸資産の増加235百万円等の減少

項目を上回り、756百万円の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の増加（前中間連結会計期間は99百万円の資金の

増加）となりました。 
次に、投資活動によるキャッシュ・フローでは、関係会社株式の取得による支出294百万円や有形・無形固定資産の取得

による支出54百万円等の減少項目は、投資有価証券の売却による収入306百万円等の増加項目を上回り、43百万円の資金の

減少（前中間連結会計期間は153百万円の資金の減少）となりました。 
また、財務活動によるキャッシュ・フローでは、有利子負債の圧縮を図るため、長期・短期借入金を返済したこと（社債

の償還を含めた純額で848百万円）や配当金の支払155百万円等により、996百万円の資金の減少（前中間連結会計期間は508

百万円の資金の減少）となりました。 
以上の結果、当中間連結会計期間末における資金の残高は3,553百万円となり、前連結会計年度末に比べ282百万円の資金

の減少となりました。 
  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントの名称ごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントの名称ごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

システム開発事業 5,301 7.8 

アウトソーシングサービス事業 2,414 4.6 

システムインテグレーション事業 2,875 17.3 

Ｌｙｅｅ事業 32 2.4 

合計 10,624 9.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

システム開発事業 3,916 42.1 4,378 24.2 

アウトソーシングサービス事業 2,414 4.6 ― ― 

システムインテグレーション事業 3,169 33.6 614 158.0 

Ｌｙｅｅ事業 32 ― 1 △20.3 

合計 9,533 28.2 4,993 32.6 



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

システム開発事業 5,237 7.5 

アウトソーシングサービス事業 2,391 4.4 

システムインテグレーション事業 2,852 18.3 

Ｌｙｅｅ事業 30 △3.8 

システム商品販売事業 10,438 7.1 

合計 20,951 7.7 



３ 【対処すべき課題】 
(1) 重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

(2) 新たに生じた課題 

当中間連結会計期間において、新たに生じた当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題は以下のとおりです。 

  

不採算事業の見直し 

「選択と集中」の方針のもとに、システム開発やアウトソーシングサービスのＩＴサービス事業に経営資源を集中する一方

で、不採算事業については、明確に将来性のある事業を除き撤退する方針であります。当中間連結会計期間においては、すで

にＬｙｅｅ事業からの事実上の撤退を決定している他、インターネットによるパソコン等の通信販売事業についても、平成19

年11月末日をもって廃止する予定であります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 
当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 
当中間連結会計期間における研究開発活動として、当社グループが今後成長していくために必要と判断し、現在当社グループが

行っている事業とのシナジー効果の見込める分野についての研究開発等を中心に進めてまいりました。なお、研究開発費の総額は

４百万円であります。 

主なものは以下のとおりであります。 

  

（1）システム開発事業 

システム開発におけるオフショア開発の事業化等、今後当社グループの事業競争力の強化を図るための研究開発を進めて

おります。 

オフショア開発については、コストダウンを図る目的と国内における少子化に伴う技術者不足への対応策として、中国及

びインドでのオフショア開発について、来期以降の事業化を目指し準備を進めております。 

  

（2）Ｌｙｅｅ事業 

Ｌｙｅｅ開発ツール「Ｌｙｅｅ ＡＬＬ」のバージョンアップを継続して行いました。 

当中間連結会計期間は、主に、業務要件を入力すれば自動的にプログラムが生成されるツール「Ｌｙｅｅ ＡＬＬ３」の

完成度を高めるため、「Ｌｙｅｅ ＡＬＬ３」を用いて、小売業向けパッケージシステム「新ストアネット」の開発を行な

うことにより、ツールの機能強化、性能の向上に繋げております。 

これらにかかる研究開発費は４百万円であります。 

  

（3）その他 

新しいサービスの提供、並びにソリューション商材の拡充等、今後当社グループの事業競争力の強化を図るための研究開

発を進めております。 

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)  提出日現在の発行数には、平成19年11月１日よりこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 31,163,751 31,163,751
東京証券取引所
（市場第二部） 

― 

計 31,163,751 31,163,751 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
平成14年６月27日定時株主総会決議 
  

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株である。なお、上記は実質的な個数であり、中間会計期間末現在及び提

出日の前月末現在の登記簿上の個数は、ともに7,197個である。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は、本件新株予約権のうち、当該時点で対象者が行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る1株に満たない端数については、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い

完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要な範囲で目的たる株式の数の調整

を行うことができるものとする。 

３ 本件新株予約権発行後に、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分するとき（新株予約権及び新株引

受権の行使による場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  
 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した
数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「分割・新規発行前の
株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 
  
上記のほか、本件新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  
 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、当社が他社と株式交換を行い
完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は行使価額を調整することができる。 
  

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数 7,182個 (注)１ 7,182個 (注)１ 
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――― ――― 
新株予約権の目的となる 
株式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数 

718,200株 (注)２ 718,200株 (注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 185円 (注)３ 同左 
新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成20年６月30日 同左 
新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  185円
資本組入額  93円 

同左 

新株予約権の行使の条件 １．対象者は、新株予約権の行使時に

おいて、当社ならびに当社子会社

および関連会社の取締役、監査

役、従業員、ならびに当社の顧

問、コンサルタントその他これに

準じる地位にあることを要する。 

２．新株予約権の譲渡、質入その他一

切の処分は認められないものとす

る。 

３．対象者が死亡した場合、その相続

人が新株予約権を行使することが

できる。 

４．その他権利行使に関する条件につ

いては、平成14年12月11日開催の

取締役会決議により決定した対象

者との間の新株予約権付与契約の

定めによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承

認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ――― ――― 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

――― ――― 

  
 既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 



  

平成16年６月29日定時株主総会決議 
  

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株である。なお、上記は実質的な個数であり、中間会計期間末現在及び提

出日の前月末現在の登記簿上の個数は、ともに5,869個である。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は、本件新株予約権のうち、当該時点で対象者が行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る1株に満たない端数については、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い

完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要な範囲で目的たる株式の数の調整

を行うことができるものとする。 

３ 本件新株予約権発行後に、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分するとき（新株予約権及び新株引

受権の行使による場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  
 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した
数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「分割・新規発行前の
株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとする。 
  
上記のほか、本件新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  
 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、当社が他社と株式交換を行い
完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は行使価額を調整することができる。 
  

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数 5,698個 (注)１ 5,698個 (注)１ 
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――― ――― 
新株予約権の目的となる 
株式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数 

569,800株 (注)２ 569,800株 (注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 253円 (注)３ 同左 
新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成22年６月30日 同左 
新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  253円
資本組入額 127円 

同左 

新株予約権の行使の条件 １．対象者は、新株予約権の行使時に

おいて、当社ならびに当社子会社

および関連会社の取締役、監査

役、従業員、ならびに当社の顧

問、コンサルタントその他これに

準じる地位にあることを要する。 

２．新株予約権の譲渡、質入その他一

切の処分は認められないものとす

る。 

３．対象者が死亡した場合、その相続

人が新株予約権を行使することが

できる。 

４．その他権利行使に関する条件につ

いては、平成17年１月17日開催の

取締役会決議により決定した対象

者との間の新株予約権付与契約の

定めによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承

認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ――― ――― 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

――― ――― 

  
 既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注） 新株予約権の権利行使による増加であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 
平成19年４月１日 
～平成19年９月30日（注） 

56,500 31,163,751 5 5,026 5 25

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社システムプロ 
神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目２番

１号 
9,288 29.80 

カテナ従業員持株会 東京都江東区潮見２丁目10番24号 759 2.44 

上原 一生 東京都杉並区 644 2.07 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 334 1.07 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 333 1.07 

井上 久雄 神奈川県厚木市 293 0.94 

シービーエヌワイ デイエフエイ 
インターナショナル キャップ  
バリュー ポートフォリオ 
（常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ 東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA,
CA 90, 401 USA 
  
（東京都千代田区内幸町１丁目１番５号） 
  

265 0.85 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 248 0.80 

越後島 金吾 神奈川県鎌倉市 204 0.65 

ウ リエン ユー 
（常任代理人 高雅萍） 

KOWLOON HONG KONG
（東京都中野区） 

203 0.65 

計 ― 12,573 40.35 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注)１ 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が29,300株(議決権293個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株及び当社保有の自己株式13株が含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 
21,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

31,105,200 
311,052 ― 

単元未満株式 
普通株式 

36,851 
― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 31,163,751 ― ― 

総株主の議決権 ― 311,052 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数の
合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
カテナ株式会社 

東京都江東区潮見 
２丁目10番24号 

21,700 ― 21,700 0.07

計 ― 21,700 ― 21,700 0.07 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 316 313 305 295 268 232 

最低(円) 280 277 284 263 226 209 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  



  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

 １ 現金及び預金     4,362     3,699     4,082   

 ２ 受取手形及び 
   売掛金 

※３   8,258     8,213     8,867   

 ３ たな卸資産     1,277     1,643     1,407   

 ４ その他     1,307     1,350     1,213   

   貸倒引当金     △235     △7     △12   

  流動資産合計     14,970 48.5   14,899 50.3   15,558 50.1 

Ⅱ 固定資産                     

 １ 有形固定資産 ※１                   

  (1) 建物及び構築物 ※２ 3,120     3,037     3,110     

  (2) 土地 ※２ 6,094     6,059     6,059     

  (3) その他   115 9,330 30.2 115 9,212 31.1 113 9,283 29.9 

 ２ 無形固定資産     192 0.6   192 0.6   175 0.6 

 ３ 投資その他の資産                     

  (1) 投資有価証券   2,704     1,899     2,684     

  (2) 繰延税金資産   3,149     2,931     2,862     

  (3) その他   1,984     1,152     1,096     

   貸倒引当金   △1,460 6,377 20.7 △652 5,330 18.0 △634 6,008 19.4 

  固定資産合計     15,901 51.5   14,735 49.7   15,468 49.9 

  資産合計     30,871 100.0   29,635 100.0   31,026 100.0 

                      



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

 １ 買掛金     4,369     4,681     4,970   

 ２ 短期借入金 ※２   2,077     1,947     1,432   

 ３ 一年以内返済 
   予定の長期借入金 

※２   3,866 4,191 3,962  

 ４ 一年以内償還 
   予定の社債 

    200 200 200  

 ５ 未払法人税等     106     99     185   

 ６ 賞与引当金     301     349     312   

 ７ 役員賞与引当金 

  
    －     9     16   

 ８ その他     1,092     1,085     1,157   

  流動負債合計     12,013 38.9   12,564 42.4   12,237 39.4 

Ⅱ 固定負債                     

 １ 社債     800     600     700   

 ２ 長期借入金 ※２   6,124     4,071     5,564   

 ３ 退職給付引当金     1,499     1,554     1,535   

 ４ 役員退職慰労 
   引当金 

    134     139     138   

 ５ その他     244     240     240   

  固定負債合計     8,803 28.5   6,606 22.3   8,179 26.4 

  負債合計     20,817 67.4   19,171 64.7   20,417 65.8 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

 １ 資本金     5,014     5,026     5,020   

 ２ 資本剰余金     2,336     2,334     2,329   

 ３ 利益剰余金     1,770     2,556     2,291   

 ４ 自己株式     △36     △17     △18   

  株主資本合計     9,084 29.5   9,898 33.4   9,623 31.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

    377 △94 366  

  評価・換算差額等 
  合計 

    377 1.2 △94 △0.3 366 1.2

Ⅲ 少数株主持分     592 1.9   659 2.2   619 2.0 

   純資産合計     10,054 32.6   10,464 35.3   10,609 34.2 

   負債純資産合計     30,871 100.0   29,635 100.0   31,026 100.0 

                      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     19,449 100.0   20,951 100.0   40,775 100.0

Ⅱ 売上原価     17,379 89.4   18,763 89.6   36,518 89.6

   売上総利益     2,069 10.6   2,187 10.4   4,256 10.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,231 6.3   1,265 6.0   2,481 6.0

   営業利益     838 4.3   922 4.4   1,775 4.4

Ⅳ 営業外収益                    

   不動産賃貸料   166     164     336    

   持分法による投資利益   6     4     6    

   雑収入   40 214 1.1 29 198 0.9 78 421 1.0

Ⅴ 営業外費用                    

   支払利息   140     134     286    

   賃貸原価   96     78     181    

   支払手数料   79     76     142    

   雑損失   30 347 1.8 6 296 1.4 21 631 1.6

   経常利益     705 3.6   825 3.9   1,564 3.8

Ⅵ 特別利益                    

   事業整理益 ※２ 125     ―     156    

   役員退職慰労引当金 

   戻入益 
  70     4     70    

   前期損益修正益   ―     4     ―    

   その他   ― 195 1.0 ― 8 0.1 29 255 0.6

Ⅶ 特別損失                    

   固定資産除却損 ※３ 5     ―     38    

   ソフトウェア臨時償却費   ―     10     ―    

   貸倒引当金繰入額   ―     15     ―    

   投資有価証券売却損   5     ―     5    

   役員保険解約損   7     ―     7    

   その他   ― 19 0.1 ― 26 0.1 47 99 0.2

  税金等調整前 

  中間(当期)純利益 
    881 4.5   807 3.9   1,721 4.2

  法人税、住民税 

  及び事業税 
  79     79     196    

  法人税等調整額   206 286 1.4 267 347 1.7 369 565 1.4

  少数株主利益     36 △0.2   40 △0.2   75 △0.2

  中間(当期)純利益     558 2.9   420 2.0   1,079 2.6

                     



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 2,334 1,520 △52 8,803 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 13 13     26 

 剰余金の配当   (注)     △308   △308 

 中間純利益     558   558 

 自己株式の処分   △11   16 4 

 自己株式の取得       △0 △0 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

13 1 249 15 280 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,014 2,336 1,770 △36 9,084 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 760 △7 752 555 10,111 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行     ―   26 

 剰余金の配当   (注)     ―   △308 

 中間純利益     ―   558 

 自己株式の処分     ―   4 

 自己株式の取得     ―   △0 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△382 7 △374 36 △337 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △382 7 △374 36 △56 

平成18年９月30日残高(百万円) 377 ― 377 592 10,054 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,020 2,329 2,291 △18 9,623 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 5 5     11 

 剰余金の配当     △155   △155 

 中間純利益     420   420 

 自己株式の処分   △0   0 0 

 自己株式の取得       △0 △0 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

5 4 264 0 275 

平成19年９月30日残高(百万円) 5,026 2,334 2,556 △17 9,898 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 366 366 619 10,609 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行   ―   11 

 剰余金の配当   ―   △155 

 中間純利益   ―   420 

 自己株式の処分   ―   0 

 自己株式の取得   ―   △0 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△461 △461 40 △420 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △461 △461 40 △144 

平成19年９月30日残高(百万円) △94 △94 659 10,464 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 2,334 1,520 △52 8,803 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 19 19     39 

 剰余金の配当   (注)     △308   △308 

 当期純利益     1,079   1,079 

 自己株式の処分   △24   34 9 

 自己株式の取得       △0 △0 

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額) 
        ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

19 △4 770 33 819 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,020 2,329 2,291 △18 9,623 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 760 △7 752 555 10,111 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行     ―   39 

 剰余金の配当   (注)     ―   △308 

 当期純利益     ―   1,079 

 自己株式の処分     ―   9 

 自己株式の取得     ―   △0 

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額) 
△393 7 △385 63 △321 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △393 7 △385 63 497 

平成19年３月31日残高(百万円) 366 ― 366 619 10,609 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 881 807 1,721

減価償却費   117 117 240 

役員退職慰労引当金の増加 

又は減少(△)額 
  △346 1 △397 

退職給付引当金の増加額   46 19 67 

支払利息   140 134 286 

売上債権の増加(△) 

又は減少額 
  218 646 △395 

たな卸資産の増加（△） 
又は減少 

 69 △235 △60

仕入債務の減少   △958 △456 △344 

その他   84 △4 270 

小計   253 1,029 1,386 

利息及び配当金の受取額   12 13 21 

利息の支払額   △132 △134 △273 

法人税等の支払額   △52 △152 △97 

法人税等の還付額   18 ― 18 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 99 756 1,056

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形・無形固定資産の取得 
による支出 

 △111 △54 △239

投資有価証券の取得による
支出 

 △9 △3 △10

投資有価証券の売却による
収入 

 28 306 73

関係会社株式の取得による
支出 

 ― △294 ―

関係会社株式の売却による
支出(△) 

 △94 ― △94

貸付けによる支出   △0 △1 △6 

その他の支出   △146 △12 △183 

その他の収入   180 15 297 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △153 △43 △164



  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   △395 515 △1,040 

長期借入れによる収入   500 1,500 1,500 

長期借入金の返済による 
支出 

 △1,324 △2,763 △2,788 

社債の発行による収入   1,000 ― 1,000 

社債の償還による支出   ― △100 △100 

株式の発行による収入  26 11 39 

自己株式取得による支出   △0 △0 △0 

配当金の支払額   △308 △155 △308 

その他   △6 △2 △37 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △508 △996 △1,734

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加 
又は減少額（△） 

 △563 △282 △841

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 4,677 3,836 4,677

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,114 3,553 3,836

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

 連結子会社５社 

 主要な連結子会社は、ア

ドバンスト・アプリケーシ

ョン㈱、東京都ビジネスサ

ービス㈱であります。 

  

 ㈱アイエスデー研究所及

びロゴヴィスタ㈱について

は、当中間連結会計期間に

株式を売却し子会社でなく

なったため、連結の範囲か

ら除外しております。 

 また、ロゴヴィスタ㈱の

子会社LogoVista(U.S.), 

INC.についても、子会社で

なくなったため、連結の範

囲から除外しております。 

 連結子会社４社 

 主要な連結子会社は、ア

ドバンスト・アプリケーシ

ョン㈱、東京都ビジネスサ

ービス㈱であります。 

  

 ㈱アイ・ティ・プロモー

ションは、当中間連結会計

期間に清算が結了したた

め、連結の範囲から除外し

ております。 

 連結子会社５社 

 主要な連結子会社は、ア

ドバンスト・アプリケーシ

ョン㈱、東京都ビジネスサ

ービス㈱であります。 

  

 ㈱アイエスデー研究所及

びロゴヴィスタ㈱は、当連

結会計年度に株式を売却し

子会社でなくなったため、

連結の範囲から除外してお

ります。 

 また、ロゴヴィスタ㈱の

子会社LogoVista(U.S.), 

INC.は、ロゴヴィスタ㈱が

子会社でなくなったことに

伴い、連結の範囲から除外

しております。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 持分法適用の対象とし

た関連会社の数は２社で

あ り、マ イ ク ロ マ ウ ス

㈱、カテナレンタルシス

テム㈱であります。 

 持分法を非適用とした

関連会社１社(エムディシ

ーエル㈱)は、中間連結純

損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため、持分

法の適用から除外してお

ります。 

 持分法適用の対象とし

た関連会社の数は１社で

あり、カテナレンタルシ

ステム㈱であります。 

 持分法を非適用とした

関連会社はありません。 

 持分法を非適用として

いたエムディシーエル㈱

は、当中間連結会計期間

に清算が結了しておりま

す。 

 持分法適用の対象とし

た関連会社の数は１社で

あり、カテナレンタルシ

ステム㈱であります。 

 マイクロマウス㈱は、平

成19年１月18日付で破産手

続廃止の決定があり、持分

法の適用から除外しており

ます。 

 持分法を非適用とした関

連会社１社(エムディシー

エル㈱)は、連結純損益及

び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除

外しております。 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、アド

バンスト・アプリケーショ

ン㈱の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。 

同左  連結子会社のうち、アド

バンスト・アプリケーショ

ン㈱の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の

作成に当たっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。 



  

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券： 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時 

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算 定 し て お り ま

す。) 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

②デリバティブ 

時価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券： 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

②デリバティブ 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券： 

時価のあるもの 

連結決算日の市場

価格等に基づく時 

価法（評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。） 

時価のないもの 

同左 

  

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

商品・製品・原材料： 

移動平均法による原

価法 

仕掛品： 

個別法による原価法 

③たな卸資産 

商品・原材料： 

同左 

  

仕掛品： 

同左 

③たな卸資産 

商品・原材料： 

同左 

  

仕掛品： 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降取得の建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法によっております。 

なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 

 10～65年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降取得の建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法によっております。 

なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 

 10～65年 
  

（会計方針の変更） 
 当社及び連結子会社
は、法人税法の改正に
伴い、当中間連結会計
期間より、平成19年４
月１日以降に取得した
有形固定資産につい
て、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方
法に変更しておりま
す。 
 この変更により、損
益に与える影響は軽微
であります。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降取得の建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法によっております。 

なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 

 10～65年 

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    
（追加情報）
 当社及び連結子会社は、
法人税法の改正に伴い、平
成19年３月31日以前に取得
した資産については、改正

 
  



前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した連
結会計年度の翌連結会計年
度より、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計
上しております。 
 この変更により、損益に
与える影響は軽微でありま
す。 

  

  ②無形固定資産 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェ

ア 

社内における利用期間

(５年)に基づく定額法

によっております。 

  

市場販売目的のソフト

ウェア 

販売開始後３年以内の

販売見込数量に基づき

償却しております。 

ただし、その償却額が

残存有効期間に基づく

均等配分額に満たない

場合は、その均等配分

額を最低限として償却

しております。 

  

②無形固定資産 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェ

ア 

同左 

  

  

  

  

市場販売目的のソフト

ウェア 

同左 

  

②無形固定資産 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェ

ア 

同左 

  

  

  

  

市場販売目的のソフト

ウェア 

同左 

  

  その他の無形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

  

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

①社債発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。 

――――― (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

①社債発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金  

債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権

については貸倒実績

率により、貸倒懸念

債権等特定の債権に

ついては個別に回収

可能性を検討し、回

収不能見込額を計上

しております。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金  

同左 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金  

同左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与支給に

備えるため、支給見

込額のうち当中間連

結会計期間の負担額

を 計 上 し て お り ま

す。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に

備えるため、支給見

込額のうち当連結会

計年度の負担額を計

上しております。 

  ―――――― ③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備

えるため、支給見込

額のうち当中間連結

会計期間の負担額を

計上しております。 

  

③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備

えるため、当連結会

計年度における支給

見込額に基づき計上

しております。 

  
（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より
「役員賞与に関する会
計基準」（企業会計基
準第４号 平成17年11
月29日）を適用してお
ります。 
 この変更により、従
来に比べ営業利益、経
常利益及び税金等調整
前当期純利益は、それ
ぞれ16百万円減少して
おります。 
 なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載しており
ます。 
  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

数 理 計 算 上 の 差 異

は、各連結会計年度

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内

の一定の年数(５年)

による定額法により

按分した額を、それ

ぞれ翌連結会計年度

から費用処理するこ

ととしております。 

④退職給付引当金 

同左 

④退職給付引当金  

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

数 理計 算上 の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数

（５年）による定額

法により按分した額

を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から

費用処理することと

しております。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支

払に備えるため、役

員退職慰労金内規に

基づく、中間連結会

計期間末要支給額を

計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

同左 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支

払に備えるため、役

員退職慰労金内規に

基づく、期末要支給

額を計上しておりま

す。 

  (5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結会計期

間末日の直物為替相

場により円貨に換算

し、換算差額は損益

として処理しており

ます。 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 

  

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結会計年度末

日の直物為替相場に

より円貨に換算し、

換算差額は損益とし

て処理しておりま

す。 

  (6) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引について

は、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じ

た会計処理によって

おります。 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (7) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップ及び

支払金利に係るキャッ

プについて、特例処理

を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップにつ

いて、特例処理を採用

しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップ及び

支払金利に係るキャッ

プについて、特例処理

を採用しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

借入金の金利支払に係

る金利変動リスクをヘ

ッジするために、金利

スワップ及びキャップ

を使用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

借入金の金利支払に係

る金利変動リスクをヘ

ッジするために、金利

スワップを使用してお

ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

借入金の金利支払に係

る金利変動リスクをヘ

ッジするために、金利

スワップ及びキャップ

を使用しております。 

  ③ヘッジ方針 

借入金利の変動リスク

を回避するために、保

有している借入金の範

囲内で、金利改定期間

に合わせて実施する方

針であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性の評価

方法 

毎月末中間連結財務諸

表提出会社の経理部に

おいて、金利スワップ

及びキャップの残高と

ヘッジ対象である借入

金の金利の対応関係に

ついて把握し管理して

おります。 

④ヘッジの有効性の評価

方法 

毎月末中間連結財務諸

表提出会社の経理部に

おいて、金利スワップ

の残高とヘッジ対象で

ある借入金の金利の対

応関係について把握し

管理しております。 

④ヘッジの有効性の評価

方法 

毎月末連結財務諸表提

出会社の経理部におい

て、金利スワップ及び

キャップの残高とヘッ

ジ対象である借入金の

金利の対応関係につい

て把握し管理しており

ます。 

  (8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費

税の会計処理は、税

抜方式を採用してお

ります。 

(8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

(8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

①消費税等の会計処理 

同左 

  

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

  

表示方法の変更 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、9,461百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、9,989百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証

券」（前中間連結会計期間末残高 1,007百万円）につ

きましては、当中間連結会計期間末において資産の総

額の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「役員退職慰労引当金の増加又は減少額(△)」（前

中間連結会計期間 △７百万円）につきましては、重

要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        5,351百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        5,395百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        5,296百万円 

※２ 担保に供している資産及び当

該担保権によって担保されてい

る債務は次のとおりでありま

す。 

   担保に供している資産 

   対応債務 

建物及び 

構築物 
3,024百万円

土地 5,619百万円

合計 

  

8,644百万円

 

短期借入金 1,925百万円

一年以内 
返済予定の 
長期借入金 

806百万円

長期借入金 2,734百万円

合計 5,465百万円

※２ 担保に供している資産及び当

該担保権によって担保されてい

る債務は次のとおりでありま

す。 

   担保に供している資産 

   対応債務 

建物及び 

構築物 
2,946百万円

土地 5,619百万円

合計 

  

8,566百万円

 

短期借入金 1,695百万円

一年以内 
返済予定の 
長期借入金 

1,781百万円

長期借入金 1,091百万円

合計 4,567百万円

※２ 担保に供している資産及び

当該担保権によって担保されて

いる債務は次のとおりでありま

す。 

   担保に供している資産 

   対応債務 

建物及び 

構築物 
3,016百万円

土地 5,619百万円

合計 

  

8,635百万円

 

短期借入金 1,230百万円

一年以内 
返済予定の 
長期借入金 

839百万円

長期借入金 2,766百万円

合計 4,836百万円

※３ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理につきまして

は、満期日に決済が行なわれた

ものとして処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日でありまし

たが、次の中間連結会計期間末

日満期手形を、満期日に決済が

あったものとして処理しており

ます。 

受取手形 86百万円

※３ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理につきまして

は、満期日に決済が行なわれた

ものとして処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日でありまし

たが、次の中間連結会計期間末

日満期手形を、満期日に決済が

あったものとして処理しており

ます。 

受取手形 65百万円

※３ 連結会計年度末日の満期手形

の会計処理につきましては、満

期日に決済が行なわれたものと

して処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日でありました

が、次の連結会計年度末日満期

手形を、満期日に決済があった

ものとして処理しております。 

  

受取手形 88百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

役員報酬 111百万円

給料手当・賞与金 395百万円

賞与引当金繰入額 49百万円

退職給付費用 15百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
20百万円

支払手数料 102百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

役員報酬 101百万円

給料手当・賞与金 485百万円

賞与引当金繰入額 59百万円

役員賞与引当金繰

入額 
9百万円

退職給付費用 21百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
15百万円

支払手数料 92百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

給料手当・賞与金 862百万円

賞与引当金繰入額 57百万円

役員賞与引当金繰

入額 
16百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
23百万円

支払手数料 217百万円

家賃 101百万円

運搬費 44百万円

研究開発費 30百万円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※２ Ｌｙｅｅ事業の見直しに伴い

発生した㈱アイエスデー研究所

の株式売却益383百万円と貸倒

引当金繰入額等257百万円を純

額表示したものであります。 

――――― ※２ Ｌｙｅｅ事業の見直しに伴い

発生した㈱アイエスデー研究所

の株式売却益383百万円と貸倒

引当金繰入額等226百万円を純

額表示したものであります。 

※３ 固定資産除却損の主な内訳 

    建物及び構築物 １百万円 

    その他     ３百万円 

――――― ※３ 固定資産除却損の主な内訳 

    建物及び構築物 10百万円 

    器具備品     4百万円 

    ソフトウェア   9百万円 

    のれん     13百万円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  
(注) 増加は、新株予約権の権利行使によるもの111千株であります。 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) １ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの452株であります。 

   ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの18,900株であります。 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 上記は、ストックオプション制度により前連結会計年度以前に発行した新株予約権であります。 

２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの130千株及び消却によるもの101千株であります。 
  
  

４ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 30,935 111 ― 31,046 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 61,586 452 18,900 43,138 

会社名 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 

平成14年６月27日 

 定時株主総会決議 
普通株式 871 ― 53 818 ― 

平成16年６月29日 

 定時株主総会決議 
普通株式 820 ― 178 641 ― 

合計 1,692 ― 232 1,460 ― 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 308 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  
(注) 増加は、新株予約権の権利行使によるもの56千株であります。 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) １ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの652株であります。 

   ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの900株及び単元未満株式の売渡しによるもの100株であります。 

  
  

３ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 31,107 56 ― 31,163 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 22,061 652 1,000 21,713 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 155 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  
(注) 増加は、新株予約権の権利行使によるもの172千株であります。 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) １ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの775株であります。 

   ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの40,300株であります。 

  
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 30,935 172 ― 31,107 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 61,586 775 40,300 22,061 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 308 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 155 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間連結

会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目と金額

との関係 

 （平成18年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 4,362百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△247百万円

現金及び 
現金同等物 

4,114百万円

 現金及び現金同等物の中間連結

会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目と金額

との関係 

 （平成19年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 3,699百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△146百万円

現金及び 
現金同等物 

3,553百万円

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目と金額との関係 

  

 （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,082百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△246百万円

現金及び 
現金同等物 

3,836百万円



(リース取引関係) 

 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間連結

会計期間末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残高

が有形固定資産の中間連結会計

期間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

  有形固定資産その他 
（百万円） 

 

取得価額相当額 188  
減価償却累計額 
相当額 135  

中間期末残高 
相当額 53  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間連結

会計期間末残高相当額 

(注)    同左 

  有形固定資産その他
（百万円） 

 

取得価額相当額 191
減価償却累計額
相当額 109

中間期末残高 
相当額 81

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料連結会計年度末残高が有形

固定資産の連結会計年度末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

有形固定資産その他 
（百万円）   

取得価額相当額 195   
減価償却累計額
相当額 95   

期末残高相当額 99   

②未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額 

 (注)未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残高

が有形固定資産の中間連結会計

期間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年以内 26百万円

１年超 26百万円

合計 53百万円

②未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額 

(注)    同左 

１年以内 35百万円

１年超 46百万円

合計 81百万円

②未経過リース料連結会計年度末残

高相当額 

(注)未経過リース料連結会計年度末

残高相当額は、未経過リース料

連結会計年度末残高が有形固定

資産の連結会計年度末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 35百万円

１年超 63百万円

合計 99百万円

③支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

③支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

③支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

④減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

      



(有価証券関係) 
  
(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日現在) 
  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日現在) 
  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  

(前連結会計年度末)(平成19年３月31日現在) 
  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借 

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 1,232 1,862 630 

債券 300 294 △5 

合計 1,532 2,157 624 

区分 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 

  

107 

 投資事業有限責任組合 105 

合計 212 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借 

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 1,526 1,331 △194 

区分 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 

  

98 

 投資事業有限責任組合 131 

合計 229 

区分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 1,232 1,822 590 

債券 300 297 △2 

合計 1,532 2,120 587 

区分 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 

  

98 

 投資事業有限責任組合 131 

合計 229 



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日現在) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日現在) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度末)(平成19年３月31日現在) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(前中間連結会計期間)(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

サービスの種類、性質、業務形態等の類似性により区分しております。 

２ 各区分の主な事業内容 

システム開発事業         従来法によるソフトウェアの開発 

アウトソーシングサービス事業   運用サービス、サービス・サポート 

システムインテグレーション事業  システムインテグレーション 

Ｌｙｅｅ事業         ソフトウェア開発基盤技術「Ｌｙｅｅ」を用いたソフトウェアの開発 

及び販売 

システム商品販売事業     パソコン関連商品の販売 

ソフトウェアプロダクツ事業  パッケージソフトウェアの開発及び販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、中間連結財務諸表提出会社の管理部門に

係わる経費481百万円であります。 

４ 事業区分の方法の変更 

 当社グループの中核事業である「ソリューション事業」について、売上割合が増加し、事業内容もより複雑化してきた

ことから、事業の状況をより適切に開示するため、当中間連結会計期間より「アウトソーシングサービス事業」と「シス

テムインテグレーション事業」とに区分いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分すると、

次のとおりであります。 

(前中間連結会計期間)(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 
  

  

  
システム 
開発事業 
(百万円) 

アウトソー
シングサー
ビス事業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業
(百万円) 

Ｌｙｅｅ
事業 

(百万円) 

システム
商品販売 
事業 

(百万円) 

ソフトウェ
アプロダク
ツ事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1)外部顧客に対する 
  売上高 

4,874 2,291 2,411 32 9,748 92 19,449 ― 19,449

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 15 3 0 0 2 22 (22) ―

計 4,874 2,307 2,415 32 9,749 94 19,472 (22) 19,449 

営業費用 4,209 1,874 2,409 63 9,513 102 18,173 437 18,611 

営業利益又は 
営業損失(△) 

664 432 5 △31 235 △7 1,298 (460) 838

  
システム 
開発事業 
(百万円) 

アウトソー
シングサー
ビス事業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業
(百万円) 

Ｌｙｅｅ
事業 

(百万円) 

システム
商品販売 
事業 

(百万円) 

ソフトウェ
アプロダク
ツ事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1)外部顧客に対する 
  売上高 

5,028 2,021 2,332 66 8,670 215 18,334 ― 18,334

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 40 ― 1 3 4 52 (52) ―

計 5,030 2,061 2,332 67 8,674 220 18,386 (52) 18,334 

営業費用 4,408 1,749 2,231 321 8,444 198 17,355 373 17,728 

営業利益又は 
営業損失(△) 

621 311 100 △254 229 21 1,031 (425) 606



(当中間連結会計期間)(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

サービスの種類、性質、業務形態等の類似性により区分しております。 

２ 各区分の主な事業内容 

システム開発事業        システムコンサルティングサービス、システム設計・開発・保守 

アウトソーシングサービス事業  コンピュータシステム・ネットワークシステムの保守・運用、 

                ヘルプデスク、ユーザーサポート、データ入力 

システムインテグレーション事業 ネットワークコンサルティング・構築サービス、企業向けシステム 

                構築サービス、ＰＯＳシステム構築、防災システムの開発・販売 

Ｌｙｅｅ事業          ソフトウェア開発基盤技術「Ｌｙｅｅ」を用いたソフトウェアの 

                開発及び販売 

システム商品販売事業      法人顧客及びＳＩ／ＶＡＲ向けＩＴ関連商品の販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、中間連結財務諸表提出会社の管理部門に

係わる経費449百万円であります。 

４ ソフトウェアプロダクツ事業は、前連結会計年度にロゴヴィスタ㈱の株式を売却し、同事業から撤退しております。 

  

  

  
システム 
開発事業 
(百万円) 

アウトソー
シングサー
ビス事業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業
(百万円) 

Ｌｙｅｅ
事業 

(百万円) 

システム
商品販売 
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1)外部顧客に対する 
  売上高 

5,237 2,391 2,852 30 10,438 20,951 ― 20,951

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 23 1 ― 0 24 (24) ―

計 5,237 2,414 2,854 30 10,438 20,975 (24) 20,951 

営業費用 4,545 2,010 2,795 46 10,212 19,611 416 20,028 

営業利益又は 
営業損失(△) 

691 403 58 △15 225 1,363 (441) 922



(前連結会計年度)(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

サービスの種類、性質、業務形態等の類似性により区分しております。 

２ 各区分の主な事業内容 

システム開発事業        ソフトウェアの開発 

アウトソーシングサービス事業  システムの運用・保守及びヘルプデスク 

システムインテグレーション事業 システムインテグレーションサービス 

Ｌｙｅｅ事業          ソフトウェア開発基盤技術「Ｌｙｅｅ」を用いたソフトウェア開発 

システム商品販売事業      パソコン関連商品の販売 

ソフトウェアプロダクツ事業   パッケージソフトウェアの開発及び販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表提出会社の管理部門に係わ

る経費989百万円であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (4)重要な引当金の計上基準 ③役

員賞与引当金（会計処理の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度に

おける配賦不能営業費用が16百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

５ 事業区分の方法の変更 

 当社グループの中核事業である「ソリューション事業」について、売上割合が増加し、事業内容もより複雑化してきた

ことから、事業の状況をより適切に開示するため、当連結会計年度より「アウトソーシングサービス事業」と「システム

インテグレーション事業」とに区分いたしました。 

 なお、前連結会計年度のセグメント情報を当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると、次のとお

りであります。 

(前連結会計年度)(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

  

  

  

  
システム 
開発事業 
(百万円) 

アウトソー
シングサー
ビス事業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業
(百万円) 

Ｌｙｅｅ
事業 

(百万円) 

システム
商品販売 
事業 

(百万円) 

ソフトウェ
アプロダク
ツ事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1)外部顧客に対する 
  売上高 

10,187 4,620 5,092 60 20,721 92 40,775 ― 40,775 

(2)セグメント間の内
部 
   売上高又は振替高 

2 38 23 0 1 2 67 (67) ― 

計 10,189 4,659 5,116 60 20,722 94 40,842 (67) 40,775 

営業費用 8,739 3,817 5,061 154 20,231 102 38,106 893 38,999 

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,450 841 55 △93 490 △7 2,736 (960) 1,775 

  
システム 
開発事業 
(百万円) 

アウトソー
シングサー
ビス事業 
(百万円) 

システムイ
ンテグレー
ション事業
(百万円) 

Ｌｙｅｅ
事業 

(百万円) 

システム
商品販売 
事業 

(百万円) 

ソフトウェ
アプロダク
ツ事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1)外部顧客に対する 
  売上高 

9,849 4,044 4,854 235 18,358 490 37,833 ― 37,833 

(2)セグメント間の内
部 
   売上高又は振替高 

11 51 ― 2 3 8 77 (77) ― 

計 9,860 4,096 4,854 238 18,362 498 37,910 (77) 37,833 

営業費用 8,496 3,403 4,701 660 17,880 463 35,605 739 36,345 

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,364 692 152 △422 481 35 2,305 (816) 1,488 



【所在地別セグメント情報】 

(前中間連結会計期間)(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)及び(前連結会計年度)(自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間)(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

【海外売上高】 

(前中間連結会計期間)(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、(当中間連結会計期間)(自平成19年４月１日

至平成19年９月30日)及び(前連結会計年度)(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 305.18円 314.83円 321.37円 

１株当たり中間(当期)純利益 18.05円 13.51円 34.86円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

17.67円 13.34円 34.20円 

  
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日) 
前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 10,054 10,464 10,609 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 592 659 619 

（うち少数株主持分） (592) (659) (619)

普通株式に係る純資産額（百万円） 9,461 9,804 9,989 

普通株式の発行済株式数（千株） 31,046 31,163 31,107 

普通株式の自己株式数（千株） 43 21 22 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 
（千株） 31,003 31,142 31,085 

  
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益（百万円） 558 420 1,079 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 558 420 1,079 

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,933 31,099 30,973 

        

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（千株） 662 376 599 

（うち新株予約権（千株）） (662) (376) (599) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

訴訟 

「２ 中間財務諸表等 （2）その他」に記載しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日現在)

区分 
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

 １ 現金及び預金     3,168     2,422     2,740   

 ２ 受取手形 ※４   707     557     662   

 ３ 売掛金     6,922     7,113     7,553   

 ４ たな卸資産     1,216     1,601     1,390   

 ５ 短期貸付金     49     35     72   

 ６ その他     998     1,246     1,106   

   貸倒引当金     △5     △3     △3   

  流動資産合計     13,058 45.5   12,973 47.5   13,522 47.1 

Ⅱ 固定資産                     

 １ 有形固定資産 ※１                   

  (1) 建物 ※２ 3,081     3,001     3,072     

  (2) 土地 ※２ 5,928     5,894     5,894     

  (3) その他   110 9,120 31.8 107 9,002 32.9 111 9,078 31.6 

 ２ 無形固定資産     156 0.5   175 0.6   156 0.6 

 ３ 投資その他の資産                     

  (1) 投資有価証券   2,326     1,283     2,307     

  (2) 関係会社株式   563     772     537     

  (3) 長期貸付金   9,872     9,494     9,477     

  (4) 保証金   1,171     179     179     

  (5) 繰延税金資産   3,051     2,825     2,753     

  (6) その他   307     189     232     

    貸倒引当金   △10,911 6,382 22.2 △9,564 5,179 19.0 △9,540 5,947 20.7 

  固定資産合計     15,659 54.5   14,358 52.5   15,183 52.9 

  資産合計     28,718 100.0   27,331 100.0   28,705 100.0 

          



  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日現在) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

 １ 買掛金     4,153     4,579     4,801   

 ２ 短期借入金 ※２   2,025     1,895     1,380   

 ３ 一年以内返済予定の 

   長期借入金 
※２   3,858     4,184     3,954   

 ４ 一年以内償還予定の 

   社債 
    200     200     200   

 ５ 未払法人税等     35     27     47   

 ６ 賞与引当金     275     321     284   

 ７ 役員賞与引当金     －     9     16   

 ８ その他     837     789     860   

  流動負債合計     11,384 39.6   12,006 43.9   11,545 40.2 

Ⅱ 固定負債                     

 １ 社債     800     600     700   

 ２ 長期借入金 ※２   6,105     4,060     5,549   

 ３ 退職給付引当金     1,283     1,319     1,311   

 ４ 役員退職慰労引当金     95     92     95   

 ５ 預り保証金     244     240     240   

  固定負債合計     8,529 29.7   6,313 23.1   7,897 27.5 

  負債合計     19,914 69.3   18,319 67.0   19,443 67.7 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

 １ 資本金     5,014 17.5   5,026 18.4   5,020 17.5 

 ２ 資本剰余金                     

  (1) 資本準備金   13     25     20     

  (2) その他資本剰余金   2,322     2,308     2,309     

   資本剰余金合計     2,336 8.1   2,334 8.5   2,329 8.1 

 ３ 利益剰余金                     

  (1) 利益準備金   30     46     30     

  (2) その他利益剰余金                     

    特別償却準備金   1     0     0     

    繰越利益剰余金   1,079     1,716     1,532     

   利益剰余金合計     1,112 3.9   1,763 6.5   1,563 5.5 

 ４ 自己株式     △36 △0.1   △17 △0.1   △18 △0.1 

   株主資本合計     8,426 29.4   9,106 33.3   8,895 31.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １ その他有価証券 

   評価差額金 
    377 1.3   △94 △0.3   366 1.3 

   評価・換算差額等合計     377 1.3   △94 △0.3   366 1.3 

   純資産合計     8,803 30.7   9,011 33.0   9,262 32.3 

   負債純資産合計     28,718 100.0   27,331 100.0   28,705 100.0 

          



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高     17,530 100.0   18,938 100.0   36,867 100.0

Ⅱ 売上原価     15,785 90.0   17,100 90.3   33,279 90.3

   売上総利益     1,744 10.0   1,838 9.7   3,587 9.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,037 5.9   1,099 5.8   2,125 5.7

   営業利益     707 4.1   739 3.9   1,461 4.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   237 1.3   224 1.2   491 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   364 2.1   318 1.7   672 1.8

   経常利益     580 3.3   645 3.4   1,280 3.5

Ⅵ 特別利益 ※３   70 0.4   4 0.0   99 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４   217 1.2   33 0.1   286 0.8

税引前中間(当期)純利益     433 2.5   616 3.3   1,093 3.0

法人税、住民税 

及び事業税 
  11     10     23    

法人税等調整額   208 220 1.3 250 260 1.4 405 428 1.2

中間(当期)純利益     213 1.2   355 1.9   665 1.8

                     



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 0 2,334 2,334

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行 13 13 13

 剰余金の配当        （注）  

 利益準備金の積立      （注）  

 特別償却準備金の取崩    （注）  

 特別償却準備金の取崩  

 中間純利益  

 自己株式の処分 △11 △11

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)  

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 13 13 △11 1

平成18年９月30日残高(百万円) 5,014 13 2,322 2,336

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 3 1,204 1,207 △52 8,490

中間会計期間中の変動額     

 新株の発行     26

 剰余金の配当        （注）   △308 △308   △308

 利益準備金の積立      （注） 30 △30 ―   ―

 特別償却準備金の取崩    （注）   △1 1 ―   ―

 特別償却準備金の取崩   △0 0 ―   ―

 中間純利益   213 213   213

 自己株式の処分   16 4

 自己株式の取得   △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 30 △2 △124 △95 15 △64

平成18年９月30日残高(百万円) 30 1 1,079 1,112 △36 8,426

  
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 760 760 9,250

中間会計期間中の変動額   

 新株の発行   26

 剰余金の配当        （注）   △308

 利益準備金の積立      （注）   ―

 特別償却準備金の取崩    （注）   ―

 特別償却準備金の取崩   ―

 中間純利益   213

 自己株式の処分   4

 自己株式の取得   △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △382 △382 △382

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △382 △382 △446

平成18年９月30日残高(百万円) 377 377 8,803



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,020 20 2,309 2,329

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行 5 5 5

 剰余金の配当  

 利益準備金の積立  

 特別償却準備金の取崩  

 中間純利益  

 自己株式の処分 △0 △0

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)  

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 5 5 △0 4

平成19年９月30日残高(百万円) 5,026 25 2,308 2,334

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 30 0 1,532 1,563 △18 8,895

中間会計期間中の変動額     

 新株の発行     11

 剰余金の配当   △155 △155   △155

 利益準備金の積立 15 △15 ―   ―

 特別償却準備金の取崩   △0 0 ―   ―

 中間純利益   355 355   355

 自己株式の処分   0 0

 自己株式の取得   △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 15 △0 184 199 0 210

平成19年９月30日残高(百万円) 46 0 1,716 1,763 △17 9,106

  
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 366 366 9,262

中間会計期間中の変動額   

 新株の発行   11

 剰余金の配当   △155

 利益準備金の積立   ―

 特別償却準備金の取崩   ―

 中間純利益   355

 自己株式の処分   0

 自己株式の取得   △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △461 △461 △461

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △461 △461 △250

平成19年９月30日残高(百万円) △94 △94 9,011

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,000 0 2,334 2,334



  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

事業年度中の変動額  

 新株の発行 19 19 19

 剰余金の配当        （注）  

 利益準備金の積立      （注）  

 特別償却準備金の取崩    （注）  

 特別償却準備金の取崩  

 当期純利益  

 自己株式の処分 △24 △24

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)  

事業年度中の変動額合計(百万円) 19 19 △24 △4

平成19年３月31日残高(百万円) 5,020 20 2,309 2,329

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 3 1,204 1,207 △52 8,490

事業年度中の変動額     

 新株の発行     39

 剰余金の配当        （注）   △308 △308   △308

 利益準備金の積立      （注） 30 △30 ―   ―

 特別償却準備金の取崩    （注）   △1 1 ―   ―

 特別償却準備金の取崩   △1 1 ―   ―

 当期純利益   665 665   665

 自己株式の処分   34 9

 自己株式の取得   △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 30 △2 328 356 33 405

平成19年３月31日残高(百万円) 30 0 1,532 1,563 △18 8,895

  
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 760 760 9,250

事業年度中の変動額   

 新株の発行   39

 剰余金の配当        （注）   △308

 利益準備金の積立      （注）   ―

 特別償却準備金の取崩    （注）   ―

 特別償却準備金の取崩   ―

 当期純利益   665

 自己株式の処分   9

 自己株式の取得   △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △393 △393 △393

事業年度中の変動額合計(百万円) △393 △393 11

平成19年３月31日残高(百万円) 366 366 9,262



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株
式： 

移動平均法による原価
法 

その他有価証券： 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格
等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定しておりま
す。) 

(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株
式： 

同左 
  
その他有価証券： 
時価のあるもの 

同左 
  

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株
式： 

同左 
  
その他有価証券： 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額
は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価
は移動平均法により算
定しております。) 

  
  時価のないもの 

移動平均法による原
価法 

時価のないもの
同左 

時価のないもの 
同左 

  (2) デリバティブ 
時価法 

(2) デリバティブ
同左 

(2) デリバティブ 
同左 

  (3) たな卸資産 
商品：移動平均法による 
   原価法 
仕掛品：個別法による原価 
    法 

(3) たな卸資産
商品： 

同左 
仕掛品： 

同左 

(3) たな卸資産 
商品： 

同左 
仕掛品： 

同左 
２ 固定資産の減価償

却の方法 
(1) 有形固定資産 
 定率法によっておりま
す。ただし、平成10年４月
１日以降取得の建物(建物
附属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
 なお、主な資産の耐用年
数は以下のとおりでありま
す。 
  建物   15～65年 

(1) 有形固定資産
 定率法によっておりま
す。ただし、平成10年４月
１日以降取得の建物(建物
附属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
 なお、主な資産の耐用年
数は以下のとおりでありま
す。 
  建物   15～65年 

  
（会計方針の変更） 
 法人税法の改正に伴い、
当中間会計期間より、平成
19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更して
おります。 
 この変更により、損益に
与える影響は軽微でありま
す。 
  
（追加情報） 
 法人税法の改正に伴い、
平成19年３月31日以前に取
得した資産については、改
正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により
取得価額の５％に到達した
事業年度の翌事業年度よ
り、取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５年
間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上して
おります。 
 この変更により、損益に与
える影響は軽微であります。

(1) 有形固定資産 
 定率法によっておりま
す。ただし、平成10年４月
１日以降取得の建物(建物
附属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
 なお、主な資産の耐用年
数は以下のとおりでありま
す。 
  建物   15～65年 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 
ソフトウェア 
自社利用のソフトウェア 
社内における利用期間
(５年)に基づく定額法
によっております。 

(2) 無形固定資産
ソフトウェア 
自社利用のソフトウェア 

同左 
  

(2) 無形固定資産 
ソフトウェア 
自社利用のソフトウェア 

同左 

  市場販売目的のソフトウ
ェア 
販売開始後３年以内の
販売見込数量に基づき
償却しております。た
だし、その償却額が残
存有効期間に基づく均
等配分額に満たない場
合はその均等配分額を
最低限として償却して
おります。 

市場販売目的のソフトウ
ェア 

同左 
  

市場販売目的のソフトウ
ェア 

同左 
  

  その他の無形固定資産 
定額法によっておりま
す。 

その他の無形固定資産
同左 

その他の無形固定資産 
同左 

３ 繰延資産の処理方
法 

(1) 社債発行費 
支出時に全額費用とし
て処理しております。 

――――― (1) 社債発行費 
支出時に全額費用として
処理しております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒損失に備える
ため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計
上しております。 

(1) 貸倒引当金
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備え
るため支給見込額のうち、
当中間会計期間の負担額を
計上しております。 

(2) 賞与引当金
同左 

(2) 賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備え
るため支給見込額のうち、
当事業年度の負担額を計上
しております。 

  ―――――― (3) 役員賞与引当金
 役員の賞与支給に備える

ため、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計

上しております。 

(3) 役員賞与引当金 
 役員の賞与支給に備える

ため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上し

ております。 

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用してお

ります。 

 この変更により、従来に

比べ営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、そ

れぞれ16百万円減少してお

ります。 



  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発
生していると認められる額
を計上しております。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理するこ
ととしております。 

(4) 退職給付引当金
同左 

(4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上
しております。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理するこ
ととしております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金支払に
備えるため、役員退職慰労
金内規に基づく、当中間会
計期間末要支給額を計上し
ております。 

(5) 役員退職慰労引当金
同左 

(5) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金支払に
備えるため、役員退職慰労
金内規に基づく、期末要支
給額を計上しております。 

５ 外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理して
おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しており
ます。 

６ リース取引の処理
方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の要件を満
たす金利スワップ及び
支払金利に係るキャッ
プについて、特例処理
を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の要件を満
たす金利スワップにつ
いて、特例処理を採用
しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の要件を満
たす金利スワップ及び
支払金利に係るキャッ
プについて、特例処理
を採用しております。 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対
象 
借入金の金利支払に係
る金利変動リスクをヘ
ッジするために、金利
スワップ及びキャップ
を使用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対
象 
借入金の金利支払に係
る金利変動リスクをヘ
ッジするために、金利
スワップを使用してお
ります。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対
象 
借入金の金利支払に係
る金利変動リスクをヘ
ッジするために、金利
スワップ及びキャップ
を使用しております。 

  (3)ヘッジ方針 
借入金利の変動リスク
を回避するために、保
有している借入金の範
囲内で、金利改定期間
に合わせて実施する方
針であります。 

(3)ヘッジ方針
同左 

(3)ヘッジ方針 
同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方
法 
毎月末経理部におい
て、金利スワップ及び
キャップの残高とヘッ
ジ対象である借入金の
金利の対応関係につい
て把握し管理しており
ます。 

(4)ヘッジ有効性評価の方
法 
毎月末経理部におい
て、金利スワップの残
高とヘッジ対象である
借入金の金利の対応関
係について把握し管理
しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方
法 
毎月末経理部におい
て、金利スワップ及び
キャップの残高とヘッ
ジ対象である借入金の
金利の対応関係につい
て把握し管理しており
ます。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

８ その他中間財務
諸表(財務諸表)

(1)消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税

(1)消費税等の会計処理
同左 

(1)消費税等の会計処理 



  

  

  

会計処理の変更 
  

  
  

次へ 

作成のための基本と
なる重要な事項 

の会計処理は、税抜方
式を採用しておりま
す。なお、仮払消費税
等及び仮受消費税等は
相殺のうえ、流動負債
「その他」に含めて表
示しております。 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式を採用しておりま

す。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、8,803百万円であり

ます。 

なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、9,262百万円であり

ます。 

なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,249百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,298百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,204百万円 

※２ 担保提供資産 

   対応債務 

 建物 3,024百万円

 土地 5,453百万円

 合計 8,478百万円

 短期借入金 1,925百万円

 一年以内 
 返済予定の 
 長期借入金 

798百万円

 長期借入金 2,715百万円

 合計 5,438百万円

※２ 担保提供資産 

   対応債務 

 建物 2,946百万円

 土地 5,453百万円

 合計 8,400百万円

 短期借入金 1,695百万円

 一年以内 
 返済予定の 
 長期借入金 

1,774百万円

 長期借入金 1,080百万円

 合計 4,549百万円

※２ 担保提供資産 

   対応債務 

 建物 3,016百万円

 土地 5,453百万円

 合計 8,470百万円

 短期借入金 1,230百万円

 一年以内 
 返済予定の 
 長期借入金 

832百万円

 長期借入金 2,752百万円

 合計 4,814百万円

 ３ 保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

東京都ビジネスサービス㈱ 

  26百万円

 ３ 保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

東京都ビジネスサービス㈱ 

  18百万円

 ３ 保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

東京都ビジネスサービス㈱ 

  22百万円

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理につきましては、満

期日に決済が行なわれたものと

して処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日でありました

が、次の中間会計期間末日満期

手形を、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。 

    受取手形   86百万円 

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理につきましては、満

期日に決済が行なわれたものと

して処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日でありました

が、次の中間会計期間末日満期

手形を、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。 

    受取手形   65百万円 

※４ 事業年度末日の満期手形の会

計処理につきましては、満期日

に決済が行なわれたものとして

処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融

機関の休日でありましたが、次

の事業年度末日満期手形を、満

期日に決済が行われたものとし

て処理しております。 

  

    受取手形   88百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 10百万円

不動産賃貸料 203百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 8百万円

不動産賃貸料 197百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 21百万円

不動産賃貸料 407百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 139百万円

支払手数料 77百万円

賃貸原価 116百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 133百万円

支払手数料 74百万円

賃貸原価 103百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 284百万円

支払手数料 142百万円

賃貸原価 227百万円

    ―――――――     ――――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

役員退職慰労引

当金戻入益 
70百万円

投資有価証券売

却益 
29百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

   当中間会計期間において、
当社は下記の資産グループに
ついて減損損失を計上しまし
た。 

当社は、事業用資産につい
ては事業を基礎として、賃貸
用資産については個別物件単
位でグルーピングしておりま
す。 
事業用資産の特許権等につ

いては、収益性の低下によ
り、帳簿価額を回収可能額ま
で減額し、当該減少額を減損
損失（120百万円）として特別
損失に計上いたしました。 
なお、回収可能額は正味売

却価額により測定しており、
売却見込額を基に算出し評価
しております。 

  

貸倒引当金繰入

額 
58百万円

減損損失 120百万円

場所 用途 種類 

東京都江東区

他 

事業用資

産２件 

特許権等 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰入

額 
23百万円

ソフトウェア臨

時償却費 
10百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

   当事業年度において、当社
は下記の資産グループについ
て減損損失を計上しました。 

当社は、事業用資産につい
ては事業を基礎として、賃貸
用資産については個別物件単
位でグルーピングしておりま
す。 
事業用資産の特許権等につ

いては、収益性の低下によ
り、帳簿価額を回収可能額ま
で減額し、当該減少額を減損
損失（120百万円）として特別
損失に計上いたしました。 
なお、回収可能額は正味売却

価額により測定しており、売却
見込額を基に算出し評価してお
ります。 

関係会社投資損

失 
97百万円

減損損失 120百万円

場所 用途 種類 

東京都江東区

他 

事業用資

産２件 

特許権等 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 89百万円

無形固定資産 12百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 93百万円

無形固定資産 16百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 190百万円

無形固定資産 24百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  
(注)１ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの452株であります。 

  ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの18,900株であります。 

  

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  
(注)１ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの652株であります。 

  ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの900株及び単元未満株式の売渡しによるもの100株であります。 

  

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式に関する事項 

  
(注)１ 増加は、単元未満株式の買取りによるもの775株であります。 

  ２ 減少は、新株予約権の権利行使によるもの40,300株であります。 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 61,586 452 18,900 43,138 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 22,061 652 1,000 21,713 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 61,586 775 40,300 22,061 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間会計期間末残高が有

形固定資産の中間会計期間末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

    有形固定資産その他 
(百万円) 

取得価額相当額   58 

減価償却累計額 
相当額 

  54 

中間会計期間末 
残高相当額 

  3 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

(注)     同左 

  有形固定資産その他
(百万円) 

取得価額相当額 60

減価償却累計額 
相当額 8

中間会計期間末 
残高相当額 52

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

有形固定資産その他 
(百万円) 

取得価額相当額 60 

減価償却累計額
相当額 2 

期末残高相当額 58 

② 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(注)未経過リース料中間会計期間末

残高相当額は、未経過リース料

中間会計期間末残高が有形固定

資産の中間会計期間末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 3百万円

１年超 ―百万円

合計 3百万円

② 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(注)     同左 

１年以内 12百万円

１年超 40百万円

合計 52百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 12百万円

１年超 46百万円

合計 58百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成18年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(当中間会計期間末)(平成19年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(前事業年度末)(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 283.96円 289.38円 297.96円 

１株当たり中間(当期)純利益 6.89円 11.42円 21.47円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

6.75円 11.28円 21.06円 

  
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 8,803 9,011 9,262 

普通株式に係る純資産額（百万円） 8,803 9,011 9,262 

普通株式の発行済株式数（千株） 31,046 31,163 31,107 

普通株式の自己株式数（千株） 43 21 22 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 
（千株） 31,003 31,142 31,085 

  
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益（百万円） 213 355 665 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 213 355 665 

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,933 31,099 30,973 

        

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（千株） 662 376 599 

(うち新株予約権（千株）） (662) (376) (599) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2) 【その他】 

訴訟 

当社は、平成９年６月に㈱ソフトウェアジャパン及び同社代表取締役昆野晴暉氏から、同社倒産等に関する損害

賠償請求を東京地方裁判所に提訴されましたが、平成16年３月25日付で最高裁判所にて原告の上告棄却の決定がさ

れ、当社の勝訴が既に確定しております。 

それにもかかわらず、平成18年10月27日付で昆野晴暉氏より改めて実質的に同じ内容の主張による訴訟の提起を

受けました。今回の訴訟は前回判決で排斥された主張の蒸し返しに基づくものであり、当社としては本訴訟は却下

ないし棄却されるものと予想しております。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第40期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカテナ株式会社の平

成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、カテナ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年11月24日

 カ テ ナ 株 式 会 社 

 取  締  役  会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  町  田  恵  美  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカテナ株

式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、カテナ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成19年11月22日

 カ テ ナ 株 式 会 社 

 取  締  役  会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  諏 訪 部  慶 吉  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  町  田  恵  美  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカテナ株式会社の平

成18年４月１日から平成19年３月31日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、カテナ

株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

平成18年11月24日

 カ テ ナ 株 式 会 社 

 取  締  役  会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  町  田  恵  美  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融証券取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカテナ株

式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、カテナ

株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

平成19年11月22日

 カ テ ナ 株 式 会 社 

 取  締  役  会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  諏 訪 部  慶 吉  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  町  田  恵  美  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 
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